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練馬区地域生活支援事業の事業者登録基準に関する要綱  

平成20年７月31日  

20練福障第10330号  

目次 

第１章 総則（第１条―第２条の２） 

第２章 移動支援 

第１節 人員に関する基準（第３条―第６条） 

第２節 設備に関する基準（第７条―第10条） 

第３節 運営に関する基準（第11条―第43条） 

第３章 日中一時支援 

第１節 人員に関する基準（第44条―第46条） 

第２節 設備に関する基準（第47条・第48条） 

第３節 運営に関する基準（第49条―第84条） 

第４章 委任（第85条） 

付則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号）第77条の規定に基づき実施する地域生活支援事業

の実施にあたり、練馬区が事業者登録を行うに必要な基準を定めることにより、

事業の安定的運営を確保することを目的とする。 

（対象事業） 

第２条 登録基準の対象事業は、つぎのとおりとする。 

⑴ 移動支援 

⑵ 日中一時支援 

（移動支援事業者および日中一時支援事業者の一般原則） 

第２条の２ 移動支援事業者および日中一時支援事業者（以下「対象事業者」と

いう。）は、利用者または利用者である障害児の保護者の意思および人格を尊

重し、常に利用者または利用者である障害児の保護者の立場に立ってサービス
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を提供するよう努めなければならない。 

２ 対象事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者の設置そ

の他の必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修の実施その他の

必要な措置を講じなければならない。 

第２章 移動支援 

第１節 人員に関する基準 

（基本方針） 

第３条 移動支援事業の登録に係る人員に関する基準については、原則として、

この要綱に規定するもののほかは、「東京都指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成24年東京都条例第155号。以下「指

定基準」という。)」に規定する居宅介護の例によるものとする。 

（従業者） 

第４条 移動支援事業所における従業者の員数については、常勤換算方法で2.5

人以上とする。 

２ 従業者の資格については、別表に定める資格要件を有するものとする。なお、

資格要件はいずれか一つを有すれば足りるものとする。 

（サービス提供責任者） 

第５条 サービス提供責任者については、事業の規模（当該移動支援事業者が移

動支援と居宅介護、重度訪問介護、同行援護または行動援護に係る指定障害福

祉サービスの事業とを同一の事業所において一体的に運営している場合にあっ

ては、当該事業所において一体的に運営している移動支援事業および居宅介護、

重度訪問介護、同行援護または行動援護に係る指定障害福祉サービスの事業の

規模）に応じて、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

について（平成18年12月６日障発第1206001号）に定める居宅介護の例により、

１人以上の者をサービス提供責任者としなければならない。ただし、管理者が

サービス提供責任者を兼務することは差し支えない。 

２ サービス提供責任者については、つぎの各号のいずれかに該当する常勤の従

業者から選任するものとする。 
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⑴ 介護福祉士 

⑵ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項第２号 

の指定を受けた学校または養成施設において１月以上介護福祉士として必要

な知識および技能を習得した者（以下「実務者研修修了者」という。） 

⑶ 介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成24年厚生労働省令第25号）

による改正前の介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第22条の23

第１項に規定する介護職員基礎研修課程修了者 

⑷ 居宅介護従業者養成研修課程（１級）修了者 

⑸ 居宅介護従業者養成研修課程（２級）修了者または居宅介護職員初任者研

修課程修了者であって３年以上介護等の業務に従事した者 

（管理者） 

第６条 移動支援事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業

所の管理業務に従事するものとする。 

第２節 設備に関する基準 

（基本方針） 

第７条 移動支援事業の登録に係る設備に関する基準については、原則として、

この要綱に規定するもののほかは、指定基準に規定する居宅介護の例によるも

のとする。 

（事務室） 

第８条 移動支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積を有する専用

の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りする等他の事業の用に供するも

のと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えな

い。なお、この場合に、区分されていなくても業務に支障がないときは、移動

支援事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。 

（受付等のスペースの確保） 

第９条 事務室または移動支援事業を行うための区画については、利用申込みの

受付、相談等に対応するのに適切なスペースを確保するものとする。 

（設備および備品等） 

第10条 移動支援事業者は、サービス提供に必要な設備および備品等を確保する
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ものとする。特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に

配慮することとする。 

第３節 運営に関する基準 

（基本方針） 

第11条 移動支援事業の登録に係る運営に関する基準については、原則として、

この要綱に規定するもののほかは、指定基準に規定する居宅介護の例によるも

のとする。 

（内容および手続の説明および同意） 

第12条 移動支援事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供するため、その

提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者に対し、登録事業所の運営規程の

概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者

がサービスを選択するために必要な重要事項について、利用者の特性に応じ、

適切に配慮された分かりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切

丁寧に説明を行い、当該事業所からサービスの提供を受けることにつき、当該

利用申込者の同意を得なければならない。 

（契約支給量の報告等） 

第13条 移動支援事業者は、移動支援の提供に係る契約が成立したときは、利用

者の受給者証に当該事業者およびその事業所の名称、当該サービスの内容、当

該事業者が当該利用者に提供する月当たりのサービス提供量（契約支給量）、

契約日等の必要な事項を記載しなければならない。 

２ 受給者証に記載すべき契約支給量の総量は、当該利用者の支給量を超えては

ならない。 

３ 移動支援事業者は、契約支給量等を受給者証に記載した場合には、遅滞なく

練馬区に対して、報告するものとする。 

（提供拒否の禁止） 

第14条 移動支援事業者は、正当な理由なく、サービスの提供を拒んではならな

い。 

（連絡調整に対する協力） 

第15条 移動支援事業者は、移動支援事業の利用について練馬区または一般相談
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支援事業もしくは特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、できる限り協

力しなければならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第16条 移動支援事業者は、正当な理由により、利用申込者に対し自ら適切なサ

ービスを提供することが困難であると認めた場合には、適当な他の事業者等の

紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（受給資格の確認） 

第17条 移動支援事業者は、サービスの提供の開始に際し、利用者の提示する受

給者証によって、支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給量等を確認しな

ければならない。 

（支給の申請に係る援助） 

第18条 移動支援事業者は、移動支援事業の支給決定を受けていない者から利用

申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やかに移動支援事業の支給

の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第19条 移動支援事業者はサービスの提供に当たっては、利用者の心身の状況、

置かれている環境、他の保健医療サービスまたは福祉サービスの利用状況等の

把握に努めなければならない。 

（他の事業者等との連携等） 

第20条 移動支援事業者は、サービスの提供に当たっては、地域および家庭との

結び付きを重視した運営を行い、練馬区、他の指定障害福祉サービス事業者そ

の他の保健医療サービスまたは福祉サービスを提供する者等との密接な連携に

努めなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第21条 利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、移動支援事業者は、

登録事業所の従業者に身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、初回訪問

時および利用者またはその家族から求められたときには、これを提示すべき旨

を指導しなければならない。 

（サービスの提供の記録） 
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第22条 移動支援事業者は、サービスを提供した際は、当該サービス提供の日、

サービス提供の内容その他必要な事項を、サービス提供の都度記録し、利用者

等からサービスを提供したことについて確認を受けなければならない。 

（支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等） 

第23条 移動支援事業者は、利用者の直接便益を向上させるものについては、つ

ぎの要件を満たす場合には、練馬区移動支援事業実施要領（平成18年10月１日

18練福地第1636号）第８条第１項に規定する支給決定を受けた障害者または障

害児の保護者（以下「支給決定障害者等」 という。）に金銭の支払を求めるこ

とができるものとする。 

⑴ 移動支援サービスの提供の一環として行われるものでないサービスの提供

に要する費用 

⑵ 支給決定障害者等に求める金額、その使途および金銭の支払を求める理由

について記載した書面を支給決定障害者等に交付し、説明を行うとともに、

当該支給決定障害者等の同意を得ている費用 

（利用者負担額等の受領） 

第24条 移動支援事業者は、サービスを提供した際は、支給決定障害者等から当

該サービスに係る利用者負担額の支払を受けるものとする。 

（利用者負担額に係る管理） 

第25条 移動支援事業者は、支給決定障害者等の依頼を受けて、利用者負担額に

係る管理を行うものとする。 

（サービスの基本取扱方針） 

第26条 移動支援事業は、漫然かつ画一的に提供されることにないよう、個々の

利用者の身体その他の状況およびその置かれている環境に応じて適切に提供さ

れなければならない。 

（サービスの具体的取扱方針） 

第27条 サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応した適切なサービ

スが提供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うこととする。 

（サービス計画の作成） 

第28条 サービスの提供に当たっては、事前にサービス計画を作成するものとす
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る。 

（同居家族に対するサービス提供の禁止） 

第29条 移動支援事業者は、従業者に、その同居の家族である利用者に対するサ

ービスの提供をさせてはならない。 

（緊急時の対応） 

第30条 従業者が現にサービスの提供を行っているときに、利用者に病状の急変

が生じた場合その他必要な場合は、運営規程に定められた緊急時の対応方法に

基づき、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

（支給決定障害者等に関する練馬区への通知） 

第31条 移動支援事業者は、支給決定障害者等が偽りその他不正な行為によって

移動支援事業の支給を受け、または受けようとしたときは、遅滞なく、意見を

付して練馬区に通知しなければならない。 

（管理者およびサービス提供責任者の責務） 

第32条 管理者は、従業者および業務の一元的管理ならびに従業者にこの章の規

定を遵守させるための指揮命令を、サービス提供責任者は、サービスの利用の

申込みに係る調整、従業者に対する技術的指導等のサービスの内容の管理を行

うものとする。 

（運営規程） 

第33条 移動支援事業者は、登録事業所ごとに運営規程を作成しなければならな

い。また、運営規程に定めておかなければならない事項は、つぎのとおりとす

る。 

⑴ 事業の目的および運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数および職務の内容 

⑶ 営業日および営業時間 

⑷ サービスの内容ならびに支給決定障害者等から受領する費用の種類および

その額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 緊急時等における対応方法 
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⑺ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第34条 移動支援事業者は、利用者に対し、適切なサービスを提供することがで

きるよう、登録事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければなら

ない。 

２ 移動支援事業者は、登録事業所ごとに、当該登録事業所の従業者によってサ

ービスを提供しなければならない。 

３ 移動支援事業者は、従業者の資質向上のための研修の機会を確保しなければ

ならない。 

（衛生管理等） 

第35条 移動支援事業者は、従業者の清潔の保持および健康状態について、必要

な管理を行わなければならない。 

２ 移動支援事業者は、登録事業所の設備および備品等について、衛生的な管理

に努めなければならない。 

（掲示） 

第36条 移動支援事業者は、登録事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従

業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 

第36条の２ 移動支援事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者または他

の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。 

２ 移動支援事業者は、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様およ

び時間、その際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由その他必

要な事項を記録しなければならない。 

（秘密保持） 
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第37条 移動支援事業者は、登録事業所の従業者および管理者が、正当な理由な

くその業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

（情報の提供） 

第38条 移動支援事業者は、移動支援を利用しようとする者が、適切かつ円滑に

利用することができるように、事業の内容に関する情報の提供を行うよう努め

なければならない。 

（利益供与等の禁止） 

第39条 移動支援事業者は、他の移動支援事業者等に対し、利用者に対して当該

事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与しては

ならない。 

（苦情解決） 

第40条 移動支援事業者は、相談窓口、苦情解決の体制および手順等当該事業所

における苦情を解決するための措置を講じなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第41条 利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、移動支援事業者は、

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、練馬区および利

用者の家族等に対して連絡を行うとともに必要な措置を講じ、利用者に対する

サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

（虐待の防止） 

第41条の２ 移動支援事業者は、虐待の発生またはその再発を防止するため、つ

ぎに掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結

果について、従業者に十分に周知すること。 

⑵ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
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（会計の区分） 

第42条 移動支援事業者は、登録事業所ごとに経理を区分するとともに、移動支

援事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第43条 移動支援事業者は、従業者、設備、備品および会計に関する諸記録を整

備しておかなければならない。 

２ 移動支援事業者は、利用者に対するサービスの提供に関する諸記録を整備し、

当該サービスを提供した日から５年間保存しなければならない。 

第３章 日中一時支援 

第１節 人員に関する基準 

（基本方針） 

第44条 日中一時支援の登録に係る人員に関する基準については、原則として、

この要綱に規定するもののほかは、指定基準に規定する短期入所の例によるも

のとする。 

（従業者） 

第45条 利用者の数に応じて、適切な日中一時支援の提供を行うために必要な数

の生活支援員を配置するものとする。なお、生活支援員は、常勤かつ専ら当該

日中一時支援事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者

の支援に支障がない場合はこの限りでない。 

また、障害の程度が著しく重度の利用者を受け入れる場合等については、他

の指定障害福祉サービス事業所等との連携を図りつつ、利用者の状況に応じた

適切なサービスの提供が行われるよう、生活支援員のほか、医師および看護職

員を含め、必要な職種の従業者が確保されるよう努めることとする。 

（管理者） 

第46条 登録事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の

管理業務に従事するものとする。 

第２節 設備に関する基準 

（基本方針） 

第47条 日中一時支援の登録に係る設備に関する基準については、原則として、
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この要綱に規定するもののほかは、指定基準に規定する短期入所の例によるも

のとする。 

（スペースの確保等） 

第48条 日常生活、社会適応訓練等を行うために必要な広さを有する区画を有し、

必要な設備、備品等を有することとする。 

第３節 運営に関する基準 

（基本方針） 

第49条 日中一時支援の登録に係る運営に関する基準については、原則として、

この要綱に規定するもののほかは、指定基準に規定する短期入所の例によるも

のとする。 

（内容および手続の説明および同意） 

第50条 日中一時支援事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供するため、

その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者に対し、登録事業所の運営規

程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申

込者がサービスを選択するために必要な重要事項について、利用者の特性に応

じ、適切に配慮された分かりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して

懇切丁寧に説明を行い、当該事業所からサービスの提供を受けることにつき、

当該利用申込者の同意を得なければならない。 

（提供拒否の禁止） 

第51条 日中一時支援事業者は、正当な理由なく、サービスの提供を拒んではな

らない。 

（連絡調整に対する協力） 

第52条 日中一時支援事業者は、日中一時支援事業の利用について練馬区または

一般相談支援事業もしくは特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、でき

る限り協力しなければならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第53条 日中一時支援事業者は、正当な理由により、利用申込者に対し自ら適切

なサービスを提供することが困難であると認めた場合には、適当な他の事業者

等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 
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（受給資格の確認） 

第54条 日中一時支援事業者は、サービスの提供の開始に際し、利用者の提示す

る受給者証によって、支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給量等を確認

しなければならない。 

（支給の申請に係る援助） 

第55条 日中一時支援事業者は、日中一時支援事業の支給決定を受けていない者

から利用申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やかに日中一時支

援事業の支給の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第56条 日中一時支援事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者の心身の

状況、置かれている環境、他の保健医療サービスまたは福祉サービスの利用状

況等の把握に努めなければならない。 

（他の事業者等との連携等） 

第57条 日中一時支援事業者は、サービスの提供に当たっては、地域および家庭

との結び付きを重視した運営を行い、練馬区、他の指定障害福祉サービス事業

者等その他の保健医療サービスまたは福祉サービスを提供する者等との密接な

連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第58条 日中一時支援事業者は、サービスを提供した際は、当該サービス提供の

日、サービス提供の内容その他必要な事項を、サービス提供の都度記録し、利

用者等からサービスを提供したことについて確認を受けなければならない。 

（支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等） 

第59条 日中一時支援事業者は、利用者の直接便益を向上させるものについては、

つぎの要件を満たす場合には、支給決定障害者等に金銭の支払を求めることが

できるものとする。 

⑴ 日中一時支援サービスの提供の一環として行われるものでないサービスの

提供に要する費用 

⑵ 支給決定障害者等に求める金額、その使途および金銭の支払を求める理由

について記載した書面を支給決定障害者等に交付し、説明を行うとともに、
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当該支給決定障害者等の同意を得ている費用 

（緊急時の対応） 

第60条 従業者が現にサービスの提供を行っているときに、利用者に病状の急変

が生じた場合その他必要な場合は、運営規程に定められた緊急時の対応方法に

基づき、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

（支給決定障害者等に関する練馬区への通知） 

第61条 日中一時支援事業者は、支給決定障害者等が偽りその他不正な行為によ

って日中一時支援事業の支給を受け、または受けようとしたときは、遅滞なく、

意見を付して練馬区に通知しなければならない。 

（秘密保持） 

第62条 日中一時支援事業者は、登録事業所の従業者および管理者が、正当な理

由なくその業務上知り得た利用者またはその家族の秘密の保持を漏らすことが

ないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（情報の提供） 

第63条 日中一時支援事業者は、サービスを利用しようとする者が、適切かつ円

滑に利用することができるように、事業の内容に関する情報の提供を行うよう

努めなければならない。 

（利益供与等の禁止） 

第64条 日中一時支援事業者は、他の日中一時支援事業者等に対し、利用者に対

して当該事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供

与してはならない。 

（苦情解決） 

第65条 日中一時支援事業者は、相談窓口、苦情解決の体制および手順等当該事

業所における苦情を解決するための措置を講じなければならない。 

（サービスの記録の記載等） 

第66条 日中一時支援事業者は、サービスの利用に際しては、事業所の名称、利

用年月日その他の必要な事項を、支給決定障害者等の受給者証に記載しなけれ

ばならない。 
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（利用者負担額等の受領） 

第67条 日中一時支援事業者は、サービスを提供した際は、支給決定障害者等か

ら当該サービスに係る利用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 日中一時支援事業者は、前項の支払を受ける額のほか、日中一時支援におい

て提供される便宜に要する費用のうちつぎの各号に掲げる支払を支給決定障害

者等から受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用 

⑵ 光熱水費 

⑶ 日用品費 

（サービスの取扱方針） 

第68条 日中一時支援事業は、利用者の身体その他の状況およびその置かれてい

る環境に応じ適切に提供されなければならない。 

２ 日中一時支援事業所の従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を

旨とし、利用者またはその介護を行う者に対し、サービスの提供方法等につい

て、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

（サービスの提供） 

第69条 日中一時支援の提供に当たっては、利用者の自立の支援および日常生活

の充実に資するよう、利用者の心身の状況に応じ、必要な技術をもって行わな

ければならない。 

（管理者の責務） 

第70条 日中一時支援事業所の管理者は、当該日中一時支援事業所の従業者およ

び業務の管理その他の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 日中一時支援事業所の管理者は、当該日中一時支援事業所の従業者にこの章

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（相談および援助） 

第71条 日中一時支援事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環

境等の的確な把握に努め、利用者またはその家族に対し、その相談に適切に応

じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（運営規程） 
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第72条 日中一時支援事業者は、登録事業所ごとに運営規程を作成しなければな

らない。また、運営規程に定めておかなければならない事項は、つぎのとおり

とする。 

⑴ 事業の目的および運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数および職務の内容 

⑶ 利用定員 

⑷ サービスの内容ならびに支給決定障害者等から受領する費用の種類および

その額 

⑸ 緊急時等における対応方法 

⑹ 非常災害対策 

⑺ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第73条 日中一時支援事業者は、利用者に対し、適切なサービスが提供できるよ

う、登録事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 日中一時支援事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第74条 日中一時支援事業者は、定員を超える数以上の利用者に対して同時に日

中一時支援を提供してはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情が

ある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第75条 日中一時支援事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

を設けるとともに、非常災害に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係

機関への通報および連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなけ

ればならない。 

（衛生管理等） 

第76条 日中一時支援事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備およ
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び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、または衛生上必要な措置を

講じなければならない。 

２ 日中一時支援事業者は、登録事業所において感染症または食中毒が発生し、

またはまん延しないように必要な措置を講じなければならない。 

（掲示） 

第77条 日中一時支援事業者は、登録事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、協力医療機関その他の利用申込者のサービスの選択に資

すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 

第78条 日中一時支援事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者または他

の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならない。 

２ 日中一時支援事業者は、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様

および時間、その際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由その

他必要な事項を記録しなければならない。 

（地域との連携等） 

第79条 日中一時支援事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民または

その自発的な活動等との連携および協力を行う等の地域との交流に努めなけれ

ばならない。 

（健康管理） 

第80条 日中一時支援事業者は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、

健康保持のための適切な措置を講じなければならない。 

（協力医療機関） 

第81条 日中一時支援事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじ

め、協力医療機関を定めておかなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第82条 利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、日中一時支援事業

者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、練馬区お

よび利用者の家族等に対して連絡を行うとともに必要な措置を講じ、利用者に
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対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行わなければならない。 

（虐待の防止） 

第82条の２ 日中一時支援事業者は、虐待の発生またはその再発を防止するため、

つぎに掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結

果について、従業者に十分に周知すること。 

⑵ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 

第83条 日中一時支援事業者は、登録事業所ごとに経理を区分するとともに、日

中一時支援事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第84条 日中一時支援事業者は、従業者、設備、備品および会計に関する諸記録

を整備しておかなければならない。 

２ 日中一時支援事業者は、利用者に対するサービスの提供に関する諸記録を整

備し、当該サービスを提供した日から５年間保存しなければならない。 

第４章 委任 

（委任） 

第85条 この要綱の施行に関し必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成20年７月31日から施行し、平成20年４月１日から適用する。 

付 則（平成22年12月１日22練福障第10558号） 

この要綱は、平成22年12月１日から施行する。 

  付 則(平成25年３月29日24練福障第11291号) 

 この要綱は、平成25年４月1日から施行する。 

付 則(平成25年9月30日25練福障第10619号) 

 この要綱は、平成25年10月1日から施行する。 
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付 則(令和５年１月10日４練福障第11098号) 

 この要綱は、令和５年１月10日から施行する。 

 


